
第126回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

新 株 予 約 権 等 に 関 す る 事 項

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）

上記各事項につきましては、法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社
ウェブサイト(http://www.sakaiovex.co.jp/)に掲載することにより株主のみなさま
に提供しております。



新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日において当社役員が保有している新株予約権の状況

第１回新株予約権 第２回新株予約権

発行決議日 平成26年6月20日 平成27年6月19日

新株予約権の数 81個 76個

保有者数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く) 9名 9名

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　8,100株 普通株式　7,600株

新株予約権の行使価額 1円 1円

新株予約権の行使期間 平成26年7月26日から
令和26年7月25日まで

平成27年7月25日から
令和27年7月24日まで

第３回新株予約権 第４回新株予約権

発行決議日 平成28年6月24日 平成29年6月23日

新株予約権の数 116個 116個

保有者数 取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く) 9名 9名

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　11,600株 普通株式　11,600株

新株予約権の行使価額 1円 1円

新株予約権の行使期間 平成28年7月23日から
令和28年7月22日まで

平成29年7月29日から
令和29年7月28日まで

(2) 当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の状況
　　　該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
１．業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容の概要は、以下のとおりです。(最
終改定　平成28年６月24日)

(1) 取締役、使用人の職務執行が法令、定款に適合することを確保するための体制
代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会においてコンプライアンスに関する方針及び

体制並びに重要な課題について審議し、管理担当取締役を統括責任者としてコンプライアンスを推進、
強化する。また、役職員の倫理と行動の指針となる諸規程を制定し、その実践を徹底するほか、役職員
への教育・研修の実施、内部通報制度による違反行為の早期発見と是正、コンプライアンス担当者によ
る日常業務における遵守状況のモニタリング、内部監査室による運用状況の監査等を通じてコンプライ
アンスを徹底する。

(2) 取締役の職務の執行に係わる情報の保存及び管理に関する体制
文書管理規程、稟議規程、情報システム管理規程等に従い、取締役の職務執行に係わる情報を文書又

は電磁的媒体に記録したうえで適切に保存し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査等委
員会が選定する監査等委員、会計監査人等がいつでも閲覧、謄写が可能な状態で管理する。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会においてリスク管理に関する方針及び体制並びに重
要事項を審議し、管理担当取締役を統括責任者としてリスクマネジメント規程及び緊急事態対策規程に
基づき、リスクを網羅的に把握するとともに、リスク管理体制の整備を推進する。なお、有事において
は、リスク管理委員会が緊急対策本部として危機管理にあたる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会を原則月１回開催し、重要な経営の意思決定を行うとともに、取締役（監査等委員である取

締役を除く。）の業務執行状況の監視・監督を行う。また、取締役会での審議の充実と意思決定の迅速
化のため、役付取締役で構成する常務会に業務執行の決定の一部を委任するほか、重要決定事項を全社
に周知徹底するため、経営会議を原則年２回、事業部門会議を原則月１回開催する。

職務権限及び意思決定ルールに関する規定に基づき、業務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を
確保する。３ヶ年の中期経営計画を策定するとともに、これに基づく年度別・事業部門別の予算を策定
のうえ、その進捗状況を定期的に確認し、適宜、対応策等を実行する。グループ会社については、当社
からグループ会社に派遣した取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は常勤の監査等委員或いは
使用人が、原則月１回開催されるグループ会社の取締役会に出席し、中期経営計画、年度予算の進捗状
況及び諸施策の実施状況をレビューし、適宜、対応策等を決定する。

(5) 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は常勤の監査等委員或いは使用人が、グループ

会社の取締役又は監査役として就任し、グループ会社における業務の適正性を監視する。また、各グル
ープ会社に対し、直接、監査等委員会が選定する監査等委員、内部監査室が監査を実施し、適正性を監
視する体制を確保するとともに、その報告は、直接、代表取締役に報告される体制とする。

関係会社室はグループ会社管理規程に基づき、関係会社経営会議を定例的に開催するほか、一定の事
項については事前の報告又は決裁を得るものとし、グループ会社における業務の適正を確保する。また、
所管部署とともに、コンプライアンスに関する体制、リスクの管理に関する体制、取締役の情報の保存・
管理に関する体制、取締役の職務執行の効率性の確保に関する体制を整備するとともに、内部監査室は、
グループ会社における内部統制の整備・運用状況について内部監査を実施する。
(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告に関する基本方針及び財務報告に係る内部統制に関する個別方針を制定し、有効な内部統制
を整備及び運用するとともに、それらの有効性を自ら評価し、継続的な改善活動を実施する。
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(7) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項及び当該取締役及び使用人の他の取
締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締
役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会が選定する監査等委員は、監査業務に必要な事項について、内部監査室、総務部、経理

部、その他の部署の使用人に対して調査を依頼するものとする。また、監査等委員会からの求めがある
場合には、補助使用人を選任するものとし、その選任、評価、異動等については、事前に監査等委員会
の同意を得るものとする。

(8) 当社及び子会社の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等が監査等委員会に
報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をし
たことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
常勤の監査等委員は、意思決定の過程及び業務の執行状況について把握するため、取締役会のほか、

常務会、経営会議、各事業部門会議、コンプライアンス委員会等の重要な会議へ出席し、報告を受ける
とともに、必要があると認めるときは、意見を述べる。また、監査等委員会が選定する監査等委員は、
適宜、議事録及び稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧するとともに、必要があるときは、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に説明を求める。

当社及び当社グループの役員及び使用人は、会社の業務、業績、信用に大きく悪影響を与えるおそれ
がある事項については、直ちに監査等委員会に報告する。また、大きな悪影響を与えるおそれがない場
合であっても、緊急に代表取締役社長への報告を必要とする事項については、監査等委員会にも併せて
報告する。監査等委員会に報告を行ったことを理由として不利な取扱いは受けないものとし、その旨を
周知徹底する。
(9) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該監査等

委員会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
(10) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員会は、代表取締役、会計監査人、内部監査室と定期的に情報交換を行うほか、適宜、業務
執行取締役及び各部署の使用人とも内部統制その他の業務執行状況についての情報交換を行う。また、
内部監査室は、内部監査を行うにあたり、監査等委員会と緊密な連絡、調整を行う。また、グループ会
社監査役会を定期的に開催し、監査作業の効率性及び実効性を確保する。

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な体制
コンプライアンス規範や行動規範において、反社会的な活動や勢力には毅然として対応し、いかなる

不当要求や働きかけに対しても利益供与を一切行わないことを明記するとともに、これら規範の遵守を
徹底することで、反社会的勢力との関係を遮断する。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

(1) コンプライアンスについて
取締役及び使用人が法令・定款・社内規程を遵守し、企業倫理を尊重した行動ができるようコンプラ

イアンス規範及び行動規範を定めるとともに、各自にコンプライアンス手帳を配布しております。また、
社長を委員長とするコンプライアンス委員会を２回開催し、法令等の違反の未然防止や発生時の適切な
対応等コンプライアンス体制の維持・向上と啓蒙活動の推進を図りました。
(2) リスク管理について

社長を委員長とするリスク管理委員会を２回開催し、グループ全体のリスクを把握・管理するため、
リスクの洗い出しや評価、対策の策定、対策状況のチェックなどを行いました。
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(3) グループ管理体制について
グループ会社管理規程に基づき、関係会社経営会議を４回開催するとともに、定期的に各子会社の経

営状況･財務状況について、子会社から必要な報告を受けました。
(4) 取締役の職務の執行について

取締役会を13回開催し、法令、定款及び取締役会規程に定められた経営上重要な事項の決定及び業務
執行の監督を行いました。また、常務会を27回開催するとともに、経営会議を２回、事業部門会議を事
業部ごとに各12回開催し、取締役会及び常務会での重要決定事項の全社周知徹底を図りました。
(5) 監査等委員会の職務の執行について

監査等委員会を12回開催し、取締役の業務執行を監査しました。監査等委員は、取締役会をはじめ重
要な会議へ出席するほか、代表取締役、会計監査人、内部監査室と定期的に情報交換を行い、各部署の
使用人とも内部統制その他の業務執行状況についての情報交換を行いました。
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連結株主資本等変動計算書
（ 自　平成30年 4 月 1 日

至　平成31年 3 月31日 ）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平成30年４月１日残高 4,655,044 1,235,624 12,000,171 △431,914 17,458,926

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △311,006 △311,006

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,227,377 2,227,377

自 己 株 式 の 取 得 △533 △533

自 己 株 式 の 処 分 △496 25,985 25,488

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) －

連結会計年度中の変動額合計 － △496 1,916,371 25,451 1,941,325

平成31年３月31日残高 4,655,044 1,235,128 13,916,542 △406,463 19,400,252

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非 支 配

株 主 持 分
純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平成30年４月１日残高 631,269 △5,812 642,034 △65,061 1,202,429 68,396 47,066 18,776,818

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △311,006

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,227,377

自 己 株 式 の 取 得 △533

自 己 株 式 の 処 分 25,488

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △181,801 6,142 △241,836 △10,915 △428,411 △7,259 △377 △436,049

連結会計年度中の変動額合計 △181,801 6,142 △241,836 △10,915 △428,411 △7,259 △377 1,505,276

平成31年３月31日残高 449,468 329 400,197 △75,977 774,017 61,136 46,688 20,282,095

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
２．非支配株主持分の株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）には、その他有価証券評価差額金振替等による増加26千円が含ま

れています。

－ 5 －



連　結　注　記　表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　　　15社
連結子会社の名称

㈱サカイナゴヤ、マルイテキスタイル㈱、㈱サカイエルコム、サカイ建設不動産㈱、㈱ウェルサービス、
鯖江合繊㈱、織田織物㈱、フクイ殖産㈱、二日市興業㈱、朝日包装㈱、酒伊貿易（上海）有限公司、
イタバシニット㈱、上海板橋時装有限公司、㈱安井、㈱リムフィックス
　㈱リムフィックスは、当連結会計年度において新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めています。なお、
みなし取得日を当連結会計年度末としているため、当連結会計年度は貸借対照表のみ連結しています。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数　　　１社

東麗酒伊織染（南通）有限公司
　持分法適用会社の決算日は12月31日です。連結計算書類の作成に当たっては、３月31日現在で実施した仮決
算に基づく計算書類を使用しています。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、酒伊貿易（上海）有限公司、イタバシニット㈱、上海板橋時装有限公司及び㈱リムフィックス
の決算日は12月31日です。
　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に発生した重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っています。

４．会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券‥‥‥償却原価法（定額法）
その他有価証券

時価のあるもの　‥‥‥決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　‥‥‥移動平均法による原価法
②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品　　　‥‥‥総平均法による原価法、移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品　　　　　　‥‥‥個別法による原価法、総平均法による原価法、売価還元法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品　‥‥‥総平均法による原価法、移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③　デリバティブの評価基準及び評価方法‥‥時価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥主として定額法
②　無形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定額法

なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づいています。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

‥‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
②　賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
③　環境対策引当金は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理する

ことが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しています。

⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま
す。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中
平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しています。

②　ヘッジ会計の処理
　為替予約取引は振当処理を採用しています。金利スワップ取引は特例処理を採用しています。

③　のれんに関する事項
　のれんの償却については５年間の定額法により償却を行っています。

④　退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっています。
・数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

⑤　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計
年度の費用として処理しています。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以下「税効果会計基準
一部改正」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延
税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しています。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 26,333,789千円
２．有形固定資産の圧縮記帳額 415,755千円
３．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保資産
建物及び構築物 1,438,623千円
機械装置及び運搬具 0千円
土地 951,251千円

　上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券10,059千円を供しています。
⑵　担保付債務

短期借入金 901,080千円
長期借入金 701,755千円

４．受取手形割引高 831千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首
株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

発 行 済 株 式

普 通 株 式 6,436,258株 － － 6,436,258株

合 計 6,436,258株 － － 6,436,258株

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類 配 当 金 の 総 額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 311,006,050円 50.0円 平成30年３月31日 平成30年６月25日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　令和元年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付議いたしま
す。
・配当金の総額 342,810,105円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 55.0円
・基準日 平成31年３月31日
・効力発生日 令和元年６月24日

３．新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数に関する事項
・普通株式 42,000株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等を基本としており、銀行等金融機関からの借入により不足分
の資金を調達しています。
　受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っています。
また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の借入金の金利変動リスクに対
して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しています。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、
実需の範囲内で行うこととしています。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（＊１） 時　価（＊１） 差　　　額

⑴ 現金及び預金 6,576,483 6,576,483 －

⑵ 受取手形及び売掛金 4,359,835 4,359,835 －

⑶ 電子記録債権 1,386,939 1,386,939 －

⑷ 未収入金 543,848 543,848 －

⑸ 有価証券及び投資有価証券 1,999,295 1,999,657 362

⑹ 支払手形及び買掛金 (3,519,668) (3,519,668) －

⑺ 電子記録債務 (1,037,794) (1,037,794) －

⑻ 短期借入金 (1,289,873) (1,290,511) 638

⑼ 長期借入金 (933,320) (933,740) 420

⑽ デリバティブ取引（＊２） (29) (29) －

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しています。
（＊２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（　）で示しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権、⑷　未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。
⑸　有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格等によっています。なお、有
価証券については、連結貸借対照表において「流動資産」のその他に含まれています。

⑹　支払手形及び買掛金、⑺　電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっています。

⑻　短期借入金、⑼　長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しています。変動金利による一部の借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記⑽　デ
リバティブ取引参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合
に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

⑽　デリバティブ取引
　金利スワップ取引の特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、
その時価は、当該借入金の時価に含めて記載しています（上記⑻　短期借入金、⑼　長期借入金参照）。
　為替予約取引は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額　124,575千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑸　有価証券及び投資有価
証券」には含めていません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、福井県において賃貸用マンション（土地を含む）及び賃貸用土地・建物等を有してい
ます。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 当 連 結 会 計 年 度 末 の 時 価

659,544千円 615,876千円

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）です。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 3,236円73銭
２．１株当たり当期純利益 357円55銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
（ 自　平成30年 4 月 1 日

至　平成31年 3 月31日 ）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計 利 益 準 備 金

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越
利 益 剰 余 金

平成30年４月１日残高 4,655,044 1,229,074 1,229,074 ― 8,466,392 8,466,392 △431,914 13,918,597

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △311,006 △311,006 △311,006

利 益 準 備 金 の 積 立 31,100 △31,100 ― ―

当 期 純 利 益 1,732,704 1,732,704 1,732,704

自 己 株 式 の 取 得 △533 △533

自 己 株 式 の 処 分 △496 △496 25,985 25,488

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） ―

事業年度中の変動額合計 ― △496 △496 31,100 1,390,597 1,421,698 25,451 1,446,652

平成31年３月31日残高 4,655,044 1,228,578 1,228,578 31,100 9,856,989 9,888,090 △406,463 15,365,249

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 評価・換算差額等合計

平成30年４月１日残高 602,622 △5,812 569,810 68,396 14,583,803

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △311,006

利 益 準 備 金 の 積 立 ―

当 期 純 利 益 1,732,704

自 己 株 式 の 取 得 △533

自 己 株 式 の 処 分 25,488

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） △173,560 6,142 △167,418 △7,259 △174,677

事業年度中の変動額合計 △173,560 6,142 △167,418 △7,259 1,271,974

平成31年３月31日残高 429,062 329 429,392 61,136 15,855,778

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しています。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券‥‥‥償却原価法（定額法）
関係会社株式　　　‥‥‥移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　‥‥‥期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　‥‥‥移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品　　　　　　　‥‥‥総平均法による原価法、移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品　　　　　　‥‥‥個別法による原価法、売価還元法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料及び貯蔵品　‥‥‥総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑶　デリバティブの評価基準及び評価方法‥‥時価法

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定額法
⑵　無形固定資産（リース資産を除く）‥‥‥定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいています。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

‥‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
⑵　賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
⑶　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付
算定式基準によっています。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

⑷　環境対策引当金は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理するこ
とが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しています。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。
⑵　ヘッジ会計の処理方法

　為替予約取引は振当処理を採用しています。金利スワップ取引は特例処理を採用しています。
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⑶　退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処
理の方法と異なっています。

⑷　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜処理によっています。

（表示方法の変更に関する注記）
　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以下「税効果会計基
準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税
金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しています。

（貸借対照表に関する注記）
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

⑴　担保資産
建物 1,301,091千円
土地 700,981千円

　上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券10,059千円を供しています。
⑵　担保付債務

短期借入金 897,600千円
長期借入金 696,700千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 19,457,703千円
３．有形固定資産の圧縮記帳額 411,962千円
４．保証債務 208,855千円

　関係会社の取引債務に対し保証を行っています。
５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 16,864千円
長期金銭債権 162,000千円
短期金銭債務 1,764,347千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 120,675千円
仕入高 3,367,119千円
営業取引以外の取引高 373,215千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普 通 株 式 216,137株 210株 13,000株 203,347株

（注１）株式数の増加210株は、単元未満株式の買取りによる増加です。
（注２）株式数の減少13,000株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少8,000株、ストックオプシ

ョンの権利行使による減少5,000株です。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

貸倒引当金 12,454千円
賞与引当金 99,990千円
退職給付引当金 191,147千円
役員等退職未払金 4,068千円
投資有価証券等評価損 86,363千円
減損損失 171,049千円
その他 175,346千円
繰延税金資産　小計 740,421千円
評価性引当額 △291,821千円
繰延税金資産　合計 448,600千円

（繰延税金負債）
前払年金費用 △191,851千円
その他有価証券評価差額金 △146,099千円
その他 △7,941千円
繰延税金負債　合計 △345,892千円
繰延税金資産の純額 102,707千円

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（注１） 科目 期末残高

子会社 ㈱サカイナゴヤ 直接
100.0％

当社の委託加工先、
役員の兼任

委託加工取引
（注２） 2,799,284 買掛金 105,113

受取配当 72,390 － －
資金の預り
（注４） 350,151 預り金 350,151

利息の支払
（注４） 634

子会社 マルイテキスタイル㈱
直接

100.0％
当社の委託加工先、
当社の土地・建物等
を賃貸、役員の兼任

保証債務
（注３） 208,855 － －

資金の預り
（注４） 294,014 預り金 294,014

利息の支払
（注４） 672

子会社 ㈱サカイエルコム 直接
100.0％

当社の設備工事発注
先、当社の土地・建
物等を賃貸、役員の
兼任

受取配当 99,097 － －

資金の預り
（注４） 551,476 預り金 551,476

利息の支払
（注４） 1,694

関連会社 東麗酒伊織染（南
通）有限公司

直接
15.1％ 役員の兼任 受取配当 842,548 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）取引金額には消費税等を含めていません。期末残高には消費税等を含めています。
（注２）委託加工取引については、市場価格等を勘案して、個別に交渉し決定しています。
（注３）マルイテキスタイル㈱の取引債務に対して保証を行っています。
（注４）資金の預りについては、残高が都度変動するため、取引金額には期末残高を記載しています。

利息については、市場金利を勘案して決定しています。
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（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,534円07銭
２．１株当たり当期純利益 278円14銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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